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１．目的  

日本の原子力発電所の原子炉の基数は，廃炉 24 基，建設中 3 基を含めて 60 基である．日本の原子力政策で

は，使用済燃料は再処理工場でウランとプルトニウムを回収し，燃料工場で MOX 燃料に加工し，原子力発電

所で再利用する方針である．しかし，六ケ所再処理工場の建設は，当初計画から 20 年以上遅れ，施設の稼働

は 2021 年以降の見込みであり，安定操業にはさらに期間を要することも懸念される．そのため，電力各社は

使用済燃料を中間貯蔵施設で長期間貯蔵する計画を余儀なくされている．電力各社は原子力発電所の敷地内

外における貯蔵施設を検討中であるが，将来にわたる使用済燃料の増加を考慮すると，発電所内の限られた敷

地のみで対応するのは困難である．一方，敷地外の施設の建設は，立地の選定が難しい状況である．この問題

の解決のためには，敷地内の地下空間の利用が方策の一つと考えられる．本論文では，ニューマチックケーソ

ンを活用した使用済燃料の地下式中間貯蔵施設を提案する． 

２．使用済燃料の中間貯蔵対策の現状 

（１）中間貯蔵対策の現状：2015 年 10 月に提示された国の「使用済み燃料対策に関するアクションプラン」

を受けて，同年 11 月に電気事業連合会が「使用済燃料対策推進計画」（2018 年 11 月に一部改定）を発表した．

これにより，2020 年頃に 4000 tU 程度，2030 年頃に 2000 tU 程度，計 6000 tU 程度の使用済燃料対策を目指す

こととなった．2020 年 7 月の電気事業連合会の発表 1)によると，約 4600 tU 相当の使用済燃料貯蔵容量拡大に

ついて計画の進捗がみられるものの，運用開始には至っていない．東京電力 HD と日本原子力発電は，青森県

むつ市のリサイクル燃料備蓄センターに使用済燃料を貯蔵する計画であるが，他の電力各社は，将来の使用済

燃料対策として敷地内外における貯蔵施設を検討中である． 

（２）貯蔵方法：原子炉から取り出された使用済燃料は，発熱量と放射線量が高いため，原子炉建屋内の使用

済燃料プールで一定期間冷却する．その後，原子力発電所の敷地内外の中間貯蔵施設において，湿式貯蔵また

は乾式貯蔵により一時的に保管される．湿式貯蔵は，燃料プールで水を循環させながら使用済燃料を冷却して

保管する方法である．一方，乾式貯蔵は，湿式貯蔵により十分に冷えた使用済燃料を乾式キャスクという金属

製の容器に収納し，空気の自然対流によって冷却する方法である． 

 以下に，乾式貯蔵と湿式貯蔵の両者について，貯蔵容量 1000 tU 相当の地下式中間貯蔵施設をニューマチッ

クケーソン工法により築造する案を検討する． 

３．ニューマチックケーソンを活用した使用済燃料の中間貯蔵施設 

（１）地下貯蔵施設の優位性：原子力発電所の敷地内に設置する中間貯蔵施設は，使用済燃料の確実な管理が

可能な施設とする必要がある．ここで提案する地下貯蔵施設は，地下空間を利用することで原子力発電所の用

地を有効に活用することができる．また，地下構造物は耐震性能が高く，津波，竜巻といった自然災害等の影

響を受けにくいため，安定した環境での貯蔵が可能である等の優位性がある．さらに，周辺地盤が放射線を遮

断する効果があるため，地下貯蔵施設は使用済燃料の貯蔵に適していると考える． 

（２）地下貯蔵施設の提案：ニューマチックケーソン工法は，施工中の排水が不要であること，躯体構築と掘

削を同時に進められるため工期が早いこと，あらゆる地盤を掘削できること（硬質の岩では先行削孔併用），

さらに，掘削機械の地上遠隔操作が可能であり，原子力発電所内においてより安全に作業を進められる等の優

位性がある．以上のことから本論文では，ニューマチックケーソンによる地下貯蔵施設を提案する． 
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 貯蔵方式は各発電所の状況に応じること

とし，湿式貯蔵と乾式貯蔵の地下貯蔵施設の

規模を算定した．使用済燃料 1000 tU の貯蔵

に必要な湿式貯蔵の燃料ラック基数と乾式

貯蔵のキャスク基数は，式-1 により表-1 の

とおり算出できる． 

   �＝�／（� × �） 式-1 

１）湿式貯蔵：図-1，図-2に，ケーソンによる湿式貯蔵施設を示す．

燃料ラックの寸法は，210 mm×210 mm×4200 mm の燃料集合体どうし

の純間隔を 70 mm とし 3），49 本の燃料集合体を格納できるものとし

た．燃料ラックは鋼製とし，内部に超重泥水を満たし鋼製蓋で密封す

ることで放射線を遮蔽する構造としている．ケーソンの側壁の外側に

は鋼板を設置し，鋼板とコンクリートの間に超重泥水を充填すること

で，遮水性能と放射線遮蔽性能の向上を図る．各種計測やメンテナン

スのため，貯蔵室の周囲と底部には監査路を設ける．本ケーソンによ

り 45 基の燃料ラック，すなわち 1025 tU を貯蔵できる． 

２）乾式貯蔵：図-3 に，ケーソン

による乾式貯蔵施設を示す．乾式

キャスクの寸法は直径 2.5 m，高さ

5.4 m で，使用済燃料集合体数 69

本，燃料を含めた重量は約 119 t で

ある 4）．乾式キャスクはクレーン

で吊り降ろし，順次，上段にプレキ

ャスト床版を設置していく．本ケ

ーソンにより 88 基の乾式キャス

ク,すなわち 1062 tUを貯蔵できる． 

 図-2および図-3の規模のケーソ

ンの工費の比は 1：1.6，工期は，そ

れぞれ 19 箇月，26 箇月となる． 

４．おわりに 

 使用済燃料の中間貯蔵対策は喫

緊の課題である．今後は，使用済燃

料の放熱対策として，地下式中間

貯蔵施設内の冷却性能等の検討を

進める考えである． 
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図-2 ケーソンによる湿式貯蔵施設  図-3 ケーソンによる乾式貯蔵施設 

表-1 必要燃料ラック［キャスク］基数の算出

 

 
図-1 使用済燃料ラック 
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